
いＬかわ電子納税推進プロジェクト

　　　　　

共 同 宣 言

社会全体のデジタル化は、 住氏・企薬の利便性を向上させるとと

もに、 菅氏の業務効率化や生産性の向上に資するもの あり、 その

推進は、 菅氏問わず、 私たちにとって共通の課題 す。

国税及び地方税の納付手続きにつきまＬて、 納税者による電子納

税の利用は、 未だ普及の余地が大きｖ・状況にあります。

私たちが、 ー体どなって電子納税の利用推進に向けた取組みを行

うこヒにより、「納税者の利便性向上」、「税務行政および金融機関

の紫務効率化」、「現金管理等に伴う地域社会のコスト削減」 に寄

与するもの あると認識Ｌております。

デジタル化のメリットをより多くの方が得られるよう、 ー層連携Ｌ、

協力Ｌて取り組んぞいくことが重要ぞあります。

私たちは、 こうＬた共通認識のもと、 電子納税のー層の普及に向

けて、 共同Ｌて推進Ｌてｖ・くことをここに宣言Ｌます。
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